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7７ 

〔書評〕
Ｍ・シュヴァィツアー，Ｅ・トロスマン箸

宮本匡章監訳・森本三義訳

「損益分１肢分析」
一中央経済社平成３年一

佐藤康男

まず最初に本書の構成を簡単に示すことにする

が，原著の一部分一Ｄの部第Ⅳ章第２説一が

削除および要約されている。

(１） 

損益分岐(点)分析はＣＶＰ分析とも呼ばれ，管

理会計における短期利益計画の代表的な手法とし

て知られている。しかしながら，この手法はアン

グロ・アメリカ圏のテキストでは多くの頁を割い

ているが，ドイツ語圏の経営経済学のテキストで

は，あまり詳細に示されてこなかった。

損益分岐点分析は，アメリカでもドイツでも今

世紀初頭から研究が発表されているという点で，

どちらもこの分野では先進国であるといってよい。

たとえば，アメリカの代表的な研究者であるノイッ

ペル（C,EKnoeppel）は今世紀初頭において今

日のような利祷図表を考案しているが，ドイツで

もシエヤー（J,FriedrichSchAr）およびピュッ

ヒャー（KarlBdcber）などがこの問題に取り組

んでいた。

しかし，最近，この分野の研究はアメリカにお

いて盛んである。とくに，1960年代に始まる「不

確実性下のＣＶＰ分析」の一連の研究は，アメリ

カにおける管理会計の大きなトピックスのひとつ

となった。現在は，このテーマはあまり注目をあ

びていないが，この研究が一段落したからであろ

う。

このような時期に，ドイツでこの分野のまとまっ

た著書が出版されたことは，この研究テーマがも

う一度見直される機会を与えるかもしれない。原

著者はMarcellSchweitzer,ErnstTroβｍａｎｎの

二人であり，表題は，「Break-even-Analysen-

GrundmodeU,Varianten,Erweiterungen-l986」

である。訳者の森本三義氏は松山商科大学の教授

であるが，翻訳というまことに時間のかかる作業

を貫徹されたことに敬意を表する意味で，この分

野にかかわりをもってきた研究者のひとりとして

本書の内容を紹介したいと思う。

Ａ損益分岐分析の問題提起

Ｂ損益分岐分析の基本モデル

１損益分岐分析の基本モデルの特徴

Ⅱ損益分岐分析基本モデルの適用条件

Ｃ損益分岐分析の変形モデル

Ｉ損益分岐分析の変形モデルについての概観

Ⅱ特別な目標設定の考慮

Ⅲ決定因の変化についての考察

Ⅳ合理化投資への利用

Ｖ在庫有高の導入

Ⅵ販売リスクの考慮

Ｄ損益分岐分析の拡張形態

Ｉ損益分岐分析の拡張形態の概観

Ⅱ単一工程多品種生産ケースにおける損益

分岐分析

Ⅲ複数工程多品種生産の損益分岐分析

Ⅳ多次元生産関数に基づく損益分岐分析

Ｖ動的損益分岐分析

Ⅵ非線形損益分岐分析

Ⅶ確率的損益分岐分析

Ⅷ多目標損益分岐分析

Ｅ企業プロセスの計画，運営および統制に対

する損益分岐の意義

(２） 

〔Ａ〕は損益分岐分析の問題提起となっているが，

訳書では二つの例が省略されている。ここでは，

どの生産量あるいは販売量のときに一定の原価要

素が補償され，また利益が得られるのかという伝

統的な損益分岐分析の考え方のほかに，さまざま
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7８ 

な経営上の意思決定の問題にこれを応用できる可

能性があることを示唆している。

〔Ｂ〕の最初では，ドイツ語圏とアングロ・アメ

リカ圏における損益分岐分析の歴史的発展につい

て述べている。本稿の最初でもふれたように，損

益分岐分析の研究はアメリカを中心とした英語圏

で盛んになされてきたことが述べられている。そ

して，損益分岐分析の図表による表示方法・計算

手法などが示されているが，とくにその前提とな

る原価の固定費と変動費の分解方法についての問

題点が述べられている。

そして，ここでの主要テーマである損益分岐分

析基本モデルの適用条件について述べているが，

それを五つにまとめている。第１は，基本モデル

では操業度を単一の独立変数として表していると

いう条件である。一般に，基本モデルでは操業

度一生産量，作業時間一をＸ，総費用をＣ，

変動比率をｖ，固定費をＦとしたとき

Ｃ＝ｖ・Ｘ＋Ｆ

と表されるが，このような単一変数の関数は単一

工程を仮定しており，どのような生産形態一複

数工程一に適用されるかが研究されるべきだと

している。

ここで興味あるのは生産形態の類別であるが，

まことにドイツ人的な－厳密的あるいは糒密

的一叙述となっている。この部分はコジオール

(ErickKosiol）やリーベル（PaulRiebel）など

からの引用となっているが，生産形態を品種数，

生産プロセスの分化・収束形態および工程数によっ

て類型化するという発想はいかにもドイツ的とい

える。

基本モデルの第２の前提ないし仮定は，原価お

よび給付の構成要素に関するものであるが，前述

した単一の原価作用因，原価関数および売上高関

数の線形性などである。そして，第３の仮定は情

報の範囲と質に関するものであるが，これは損益

分岐分析に含まれる諸要素についての情報が既知

であるという前提をさしている。しかし，この場

合，そのような諸要素の値が確率的`情報で示され

るものも含んでいることはいうまでもない。

第４の企業の目標設定に関する仮定は，企業は

さまざまな目標をもっているにもかかわらず，損

益分岐分析では利益目標を重視しすぎているとい

うものである。また，目標達成度は極値化，満足

化および固定化という三つの観点から説明される

が，損益分岐分析における利益目標の達成度は，

これらのいずれでもなく，そのつど状況によって

異なった情報となる。

基本モデルの第５の仮定は，モデルが取り扱う

時間関連性についてのものである。つまり，損益

分岐分析で使用される価格,生産能力,原価構成，

品種などの諸要素は，その計画の対象となってい

る期間でのみ有効であり，それ以外の期間では使

用されないし，関係がないのである。

これまで述べた伝統的一本書では基本モデ

ルー損益分岐分析の前提ないし仮定は，いずれ

も一般に指摘されてきたものであるが，ここでも

ドイツ流の叙述方法はきわだっている。このよう

な仮定をとりはずしたモデルの拡張が以下の章で

なされることになるが，こうした本書の構成も読

む者にわかりやすくしている。しかしながら，翻

訳という理由からではなくて，ドイツの経営経済

学の文献に共通していえることであるが，われわ

れ日本人あるいはアメリカの文献と比較すると，

その文章の意味がストレートに解されない場合が

多いのは，学問の歴史や文化の違いといえるのだ

ろうか。

(３） 

〔Ｃ〕では伝統的な基本モデルの変形を扱ってい

るが，これは基本的なものとはあまり違わない変

形モデルという意味であり，つぎの章で扱う「拡

張モデル」とは区別されている。

本章では変形モデルを四つに分類しているが，

岐初に特別な目標が設定されるようなケースをと

りあげている。たとえば，妓小限の利益額，ある

いは固定費一補償貢献額一を細分化した変形

モデルである。掲げられている例示としては，固

定費を労務費，固定利子および減価償却費，固定

資産にかかわる固定費などに区分し，これを超え

る利益処分計画として優先株式および普通株式配

当の支払額，共同経営者への利補配当額などをあ

げ，それぞれの優先順位を決定して，売上収入の

どの時点でそれらの固定費を補償できるかがグラ

フに描かれている。
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7９ 

また，現金支出をともなう原価をベースにした

現金回収点（Cash-Punkt)，あるいは流動性創出

点（LiquidMtsschwelle）なども変形モデルとし

て述べられている。前章の最後に掲げられている

仮定一ひとつの計画期間のみを前提としてい

る－をはずす変形モデルとして，時間を組み込

んだ補償分析が示されている。これはｌ会計（計

画）期間を超えて，現金回収点あるいは損益分岐

点をグラフで示したものであるが，そのベースと

なっている変動比率，単位当たり補償貢献額（限

界利益）などがはたして複数の年度にわたっても

妥当性を失わないのかどうかに疑問が残る。

その他のモデルとしては税金を考慮に入れたも

の，目標利益を絶対額ではなくて利益率で示した

場合などのケースが述べられている。以上が，本

章で第１の変形モデルとしてとりあげられている

ものであるが，これらのものは管理会計のテキス

トで一般にみられる方法一複数期間にわたるグ

ラフを除いて－である。

第２の変形モデルは，損益分岐分析で用いられ

る諸要素，とくにここでは固定費，変動費が変化

した場合の分析である。後者の変動費の変化は

単位当たり補償貢献額も変化させるし，目標利益

の変化なども含められる。このような分析一広

義では感度分析（sensitivityanalysis）に含ま

れる－は，アングロ・アメリカ圏の文献では動

態分析と呼ばれているものである。本書では，と

くに図表を用いて説明されている。

第３の変形モデルは，損益分岐分析を合理化投

資へ利用したケースである。たとえば，現在

使用されている生産方法一第１生産方法と呼

ぶ－は年間固定費16000ＤＭ，単位当たり変動

費12ＤＭを必要とする。それに対して新しい生産

方法一第２生産方法と呼ぶ－は固定費36000

ＤＭ，単位当たり変動費５ＤＭである。このよう

な合理化投資が採算:に合うかどうかの計算に損益

分岐分析の方法を利用するものである。

これはあまりみかけないので，本書に示されて

いる例示を紹介することにしよう。第１生産方法

の年間固定費額は，計算利子率を10％と仮定して

以下のように計算される。

年間減価償却費；

取得価額一残存価額50,000,Ｍ－10,000,Ｍ

耐用年数 10 

＝4,000ＤＭ 

年間利子；

取得価額十残存価額ｘ計算利子率
2 

50,000ＤＭ÷10,000ＤＭｘ10％＝３Ⅲ000ＤＭ 
２ 

その他（維持費・修繕費・保険料・場所利用費・

固定労務費等)； 9,000ＤＭ 

第１生産方法の年間固定費 16,000ＤＭ 

第２生産方法の取得価額は150,000ＤＭ，耐用

年数は12年，残存価額は30,000ＤＭであるので，

上と同じようにして計算すると以下のようになる。

年間減価償却費； 10,000,Ｍ 

年間利子； ９’000ＤＭ 

その他の費用； 17,000ＤＭ 

第２生産方法の年間固定費36,000ＤＭ

以上の計算は耐用年数の期間にわたって，投資

対象が利用されるということが前提になっている。

しかし，ここでの分析はその前提をはずしてどの

年度で第１生産方法から第２生産方法に転換した

ほうが有利かという計算が示されている。そのた

めに，転換するさいに必要な費用の計算がなされ

ているが，第２生産方法の取得額，基礎工事費，

設置費，調整費などの増加額から第１生産方法の

設備売却収入を差し引いた総投資額が15,000ＤＭ

と計算されている。つまり，これが第２生産方法

に必要な投資額ということになる。

つぎに，これにもとづいて合理化投資をした場

合の年間の固定費増加額を計算する。これは前述

の減価償却費，年間利子およびその他の固定費に

ついて，第２生産方法の場合に必要な額から第１

生産方法の金額を差し引いて求められ，この例で

は22,400ＤＭの増加額となっている。これが求め

られると，この額を単位当たり比例費節減額で割っ

て採算の合う生産量が求められる。この例では，
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8０ 

定をしたのに，損益分岐点を超える販売量が発生

する確率の二つのケースが考えられる。これらの

場合，いずれも将来の予測販売量に関する情報が

重要な要因となっている。そこで，予測販売量に

ついての確率分布が得られれば，それによって誤

決定確率を小さくすることができるわけである。

リスク・チャンス関係とは確率分布を前提とし

ないで，誤決定確率を販売量の区間比率として示

しているものである。また，期待不確実性原価と

は誤決定の場合に見積もられる損失や機会原価

(逸失利益）にもとづいており，不確実性を金額

で評価したものと考えられる。本章の最後では，

これらのリスク測度のランクづけを行なっている。

3種類の製品の生産を判定するさい，予測販売量

が一定の確率分布で表された場合について，それ

ぞれのリスク測度の誤決定確率を求めている。こ

の例示は，アメリカの文献ではみられないドイツ

の研究成果といえる。

第１生産方法の比例費ｌＬ４０ＤＭ－当初は

12ＤＭであったが耐用年数の途中で計算するので

金額が異なってくる－から，第２生産方法の比

例費５ＤＭを差し引いた６．４０ＤＭで割って，

22,400ＤＭ／6.40ＤＭ＝3,500個という採算（損

益）分岐上の生産鼠および販売愚を求めている。

第４は損益分岐分析で前提とされている「生産

量＝販売量」に考察が加えられている。つまり，

在庫の問題が論じられているわけであるが，ここ

ではあまり詳細に検討されていない。他の前提に

対しては比較的に厳密な展開をしているのに，こ

の部分はアメリカの文献一たとえば，「The

AnalysisofCost-Volume-ProfitRelationship， 

NAAResearchSeries,Nos、１６，１７，１８，１９５０」

(諸井勝之助他訳「損益分岐点分析」日本生産性

本部，昭和34年)－と比較しても不十分である。

第５の変形モデルでは，損益分岐分析に販売リ

スクという概念を導入している。事前の損益分岐

分析で新製品などの予測販売量が分岐点を超えた

ので生産・販売を決定したのに，事後の実際販売

量がそれとかなり異なった場合には，事前の意志

決定は誤っていたことになるが，著者はこれを販

売リスクと呼んでいる。

販売リスクはつぎのような場合に，新製品の採

用という決定が不利となる(訳書80頁)。

（１）期待販売量が損益分岐点を超えているので

生産の決定がなされたが，実際には分岐点に

達しないために，その分だけ補償されない固

定費が発生する。

（２）上とは逆に期待販売量が損益分岐点を超え

ないので生産の決定がなされたかったが，事

後において分岐点を超える売上量が可能であ

るとわかった場合，いわゆる機会原価が発生

する。

本書では，このような販売リスクを損益分岐分

析に導入するために，安全余裕率，誤決定確率，

リスク・チャンス関係，期待不確実性原価，リス

ク度の五つのリスク測度一リスクを避けるた

めの安全弁一を提案している－ただし，こ

の部分の記述はこの分野でドイツの権威者である

Coenenbergの研究に依存している－．

誤決定確率とは，生産の決定をしたのに販売量

が損益分岐点に達しない確率と，生産をしない決

(４） 

〔Ｄ〕では損益分岐分析の基本モデルで仮定され

ているものをとりはずした拡張モデルを展開する

ことであり，本書の中心部分をなすものである。

〔Ｂ〕で損益分岐分析の基本モデルの適用条件と

して五つの仮定がとりあげられた。第１の仮定は，

基本モデルでは単一工程単品種生産が前提となっ

ているというものであるが，ここではそれを単一

工程多品種牛産へ拡大したモデルが示されている。

これは二つのケースに区分されているが，ひとつ

は異なる製品が共通した１次元の測定値に変換で

きる場合である。

ここで用いられる測定値は多品穂牛産を単品種

生産に変換するためのものであるが，アウトプッ

ト指数とインプット指数の二つがある。それぞれ

のケースに対して事例一仮設例か現実の企業例

かは明確でない－を用いて述べているが，物量

的インプット指数を用いた損益分岐分析一連産

品の例一，物量的アウトプット指数を基準値と

する損益分岐分析，売上高を基準値とする分析に

区分されている。

つぎに，多品種生産でも上述の測定値によって

単品種に変換できないケース，つまり，多品種生
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8１ 

産の多次元損益分岐分析がとりあげられている。

ここでは，まず生産能力に制約がない場合，個々

の生産能力に制約がある場合，共通の隙路部分を

もつ場合などのケースに区分して述べられている

が，最後のケースでは線形計画法の問題となって

いる。

これまでは多品種生産であっても単一工程とい

う前提があったが，つぎにこれを複数工程に拡大

している。複数工程の多品種生産の損益分岐分析

で問題となるのは，一般に原価要素と売上高要素

を知ることができるのは最終工程だけであり，中

間工程についてはわからないということである。

損益分岐分析では，必要な補償額一固定費一

と補償貢献額の二つの要素の対比でなされるので，

これらの要素がわからなければ展開できないので

ある。

もし，それぞれの中間製品の市場価格や振替価

格がわかるときには，最終工程で実現される補償

貢献額を前工程に配分できる。しかし，中間工程

の販売価格がわからないときには，このような配

分は不可能である。

ここでは中間製品の価格が未知である場合の複

数工程損益分岐分析を，２種類の製品と多品種の

場合の二つに区分している。前者は，２種類の製

品のために共通財が第１工程で投入され，ついで

第２工程で個別財が投入される。そして，２種類

の製品に共通な固定費と，それぞれの製品ごとの

個別固定費が存在するケースである。この場合，

それぞれの製品の販売価格と補償貢献額が与えら

れているので個別損益分岐点が求められる。

多品種の場合には，まず製品をグループに区分

し，そのグループごとに固定費を把握し，工程も

そのグループ別に区分する。たとえば，第２工程

で発生する固定費を製品グループ１とグループ２

の固定費に区分し，最終的には製品ごとの単位当

たり補償貢献額を算出しようとするものである。

しかし，中間工程の販売価格がわからないので，

共通固定費の配分は悪意的な基準に依存せざるを

得ない。

最後に，中間製品の振替価格が知られている場

合の複数工程損益分岐分析について述べられてい

るが，このケースではその価格によって全工程を

通じて発生する単位当たり補償貢献額をそれぞれ

工程別に帰属計算されることになる。そして，こ

のような分析の一般化がなされているが，投入・

算出分析が応用されてかなり詳細になされている。

さらに，工程ごとの損益分岐分析などにもふれて

いる。

基本モデルでは生産関数が１次式で表わされ

ることが前提になっているが，それを多次元生産

関数に拡大する試みもなされている。ここでは，

グーテンベルクの消費関数，ケネリー（HollisB

Chenery）の工学技術的生産関数，ピッヒラー

(OttoPichler）の生産率関数などのドイツのか

なり古い研究が引用されており，理解しにくい点

が多い。この多次元生産関数を用いた損益分岐分

析も抽象的，一般的な形式で説明されている。

時間要素を損益分岐分析に導入した動的損益分

岐分析は，短期の場合のモデルは〔Ｃ〕で述べられ

たが，ここでは長期的分析が扱われている。しか

し，ここで展開されているモデルは損益分岐分析

というよりは，投資の経済性判定モデルと呼ばれ

るものも含んでいる。とくに，動的損益分岐分析

の基本形態で述べられているものはそうである。

最後に動的生産関数にもとづく動的損益分岐

分析が扱われているが，これはアメリカの文献で

はみられないものであり，いわゆるドイツ流の精

徴な考え方にもとづいている。しかも具体的な例

示一織物業一にもとづいて説明されているの

で理解しやすいが，これは著者達の考案したもの

ではないようである。

損益分岐分析の基本モデルでは，売上高関数は

販売量の，原価関数は生産量（＝販売量）の一次

関数として示されている。この前提をとりはずせ

ば非線形損益分岐分析になるが，これは経済学で

使用されている売上高曲線，原価曲線になる。原

価関数が非線形になる論拠は生産関数にあり，売

上高関数の場合は販売価格が一定でないことにあ

る。

つぎに，確率的損益分岐分析の展開について，

これまでの研究内容がまとめられている。これは

60年代から70年代にかけて，アメリカを中心とし

て多くの論文が発表され，まさに当時の管理会計

のエポック・メーキングなテーマのひとつであっ

た。しかし，本書ではガラス繊維産業の例を用い

て，確率的損益分岐分析の実例が示されている。
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このような試みは，アメリカの文献では示されて

いないので，この手法の内容を理解するのに役立

つ。

企業はfII益目標だけでなく流動性，市場占有率，

売上高，品質，操業度などで一定の水準を達成し

ようと考えている。したがって，これらを考慮に

入れると多目標の損益分岐分析が展開される。し

かし，これはすでにアメリカを中心として展開さ

れている目標計画法（goalprogramming）にほ

かならない。したがって，本書でもそれを中心と

して説明されている。

〔Ｅ〕では，企業活動の計画・運営および統制の

ために損益分岐分析が利用される意義について述

べられている。しかし，ここに当てられているス

ペースは訳書にしてわずか４頁であり，とくに目

新しい内容はない。

(５） 

本書の内容を目次にそって紹介してきたが，ド

イツの経営経済学の特徴でもあるように，「損益

分岐分析」というテーマに対して非常にシステマ

ティックに展開されている。このようなテーマに

対して，これほど包括的，網羅的に展開されてい

る著書はないといってもよい。

周知のように，ドイツの経営経済学では，経営

学と会計学が一体となっている。そして，もうひ

とつの特徴はミクロ経済学が基盤となっているこ

とである。それゆえに，経済学の手法・考え方が

あらゆる部面でふんだんに取り入れられている。

ドイツとアメリカの研究を比較して感じること

は，アメリカの研究はやはりプラグマティズムに

重点をおいているように思える。それに対して，

ドイツのそれは論理的整合性をなによりも重視し

ているようである。したがって，経済学の手法を

導入することにもあまり矛盾を感じないのであろ

う。いずれにしても，本書はこのようなテーマに

関心のある研究者ならば一読する価値は十分にあ

る。評者もドイツ経営経済学の翻訳という経験を

もっているが，「労多くして………」という実感

が伝わってくるほど本書の訳者の苦労がしのばれ

る。敬意を表したいと思う。（91年７月12日）
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